
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－008） 

 

１ 6 月 15 日から 18 日まで、日本の海上自衛隊（JMSDF）の護衛艦「やはぎ」

が、令和 7年度インド太平洋方面派遣（IPD25）の一環でパラオに寄港し、乗組

員による和太鼓パフォーマンス、ミニ運動会、船内見学会などのイベントが開

催された。 

この寄港は、日本とパラオの強い絆を象徴し、若者と地域社会の交流を通じ

て文化理解と友好関係を育む相互のコミットメントを体現している。 

原文 

（24th June 2025, Island Times） 

参考：IPD25 

 

２ パプアニューギニア（PNG）のハイランド地方では、銃器による暴力の脅

威が急激に高まっている。 

2024 年 2 月のエンガ虐殺事件では、数時間のうちに最大 70 人が襲撃され殺

害された。同様に、2019 年 7 月にはヘラ州のカリダ村で武装した男たちが住民

を標的とし、女性と子供が特に被害を受けた。 

伝統的権威の弱体化と外部要因による部族間紛争の悪化により、深刻な社会

的崩壊が起こっている。 

2006 年に南ハイランド州で行われた調査では、過半数の世帯が過去 6 ヶ月間

で直接・間接の暴力被害に遭ったと回答しているが、現在もこのデータに改善

は見られない。市民は国家が彼らを保護する能力や意思がないと認識し、自己

防衛のために武装せざるを得なくなっている。 

国連主導の「セービング・ライブズ・イニシアチブ（SALIENT）」を率いる

元パプアニューギニア国防軍（PNGDF）司令官の Singirok 氏は、「銃器問題は

市民ではなく政治が責任を持って対応すべき問題である。」と述べた。   

原文 

（24th June 2025, Radio NZ） 

 

３ 6 月 25 日、シンガポール民間防衛隊（SCDF）は、最新鋭の海上救助船「ブ

ルー・ドルフィン」を発表した。同船は、海上における火災、海難、化学・生

物・放射性物質（CBR）事案などの重大事故に対応することになる。 

同船は 2019年に就役した「レッド・ドルフィン」より約 3メートル長く、両

船とも最高速度は 30ノット（時速約 56km）である。 

https://islandtimes.org/japan-maritime-self-defense-forces-js-yahagi-makes-port-call-to-palau/
https://www.mod.go.jp/msdf/release/202504/20250415.pdf
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/564967/how-western-highlands-is-bearing-the-brunt-of-gun-violence-in-neighboring-provinces


シンガポールの法務大臣兼内務第二大臣のトン氏は、SCDF の海上部門は、

2012 年に 2 隻体制で設立されて以来急速に拡大しており、今回の就役船を除き

現在 6隻を保有、2030年までに更に 3隻を追加し、10隻体制とする計画がある

と述べた。 

原文 

（25th June 2025, CNA） 

 

４ 豪州のコンロイ太平洋相は、次回の太平洋諸島フォーラム（PIF）首脳会

議を 9月に開催するソロモン諸島に対し、約 60台の車両とサイバーセキュリテ

ィー支援を提供するほか、道路改良、物流支援、地域全体における違法漁業の

航空監視強化を含む 2000万ドルの支援パッケージを発表した。 

6月初め、ソロモン諸島は中国から 100万ドルの資金援助を受け、PIF首脳会

議で首脳らを輸送するための 27台の車を購入している。 

豪州は中国による PIF への支援を直接批判はしていないが、コンロイ太平洋

相は、太平洋地域は「太平洋主導の制度と手続きによってこそ最も適切に機能

する。」と述べた。 

中国は PIF 首脳会議の警備において、中国の警察部隊を目立たせるよう画策

すると見込まれており、豪州はこの動きを阻止することで太平洋の安全保障パ

ートナーとしての信頼性を高めたいと考えている。 

原文 

（26th June 2025, Radio NZ） 

 

５ 6 月 9 日、ミクロネシア連邦、豪州、キリバス、ナウル、日本、米国の代

表者を招集し、「東部ミクロネシア海底ケーブル事業」（※2021 年 12 月に発

表された日・豪・米 3 か国による連携支援事業）に関するプロジェクト理事会

が東京で開催された。 

また、同会合の出席者は 6 月 10 日、山梨県大月市にある日本電気株式会社

（NEC）の工場を視察した。同社は 2250km に及ぶ海底ケーブル製造業者である。 

豪州は、オーストラリア・インフラ融資ファシリティ（AIFFP）を通じ、プ

ロジェクト全体費用 1億 3500万豪ドルのうち 6000万豪ドルを拠出している。 

日本外務省は、上記の太平洋地域 3か国の 10万人以上の人々に対して、より

高速で高品質、かつ信頼性が高く安全な通信を提供する本事業の着実な実施の

ため、今後も各国と緊密に連携していくと発表している。 

原文 

（25th June 2025, The Kaselehlie Press） 

原文 

（11th June 2025, 外務省） 

 

６ 国連海洋会議（UNOC）において、ソロモン諸島とバヌアツの両政府は、祖

先から受け継がれてきた南西太平洋の海域、故郷、民族を保護するため、

https://www.channelnewsasia.com/singapore/scdf-second-generation-marine-rescue-vessel-blue-dolphine-5200251
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/565219/australia-to-boost-cyber-security-and-provide-vehicles-for-solomon-islands-pacific-islands-forum
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press1_001649.html


「Melanesian Ocean Reserve」を創設する意向を表明した。パプアニューギニ

アとニューカレドニアも参加を予定している。 

 これは先住民族が主導する初の多国籍海洋保護区であり、アマゾンの熱帯雨

林に匹敵する 600万㎢以上の海域と島々を保護することになる。 

原文 

（25th June 2025, The Kaselehlie Press） 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 


